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Q1. ＮＬ規制とＰＬ規制とはどのような違いがありますか？また、印刷インキ工業会では、ＰＬ

規制ではなくＮＬ規制を制定しているのは何故ですか？ 

  

A1.  PL 規制は、一般的に「原則としてすべて禁止とするが、特定の物質だけを使用可能とする」

規制方法で、衛生的に安全性が確認された物質をリスト化(PL: ポジティブリスト)し、一定の

用途に使用を認める方法です。 

 ＮＬ規制は、「原則としてすべてを認可するが、特定の物質だけを使用不可とする」規制方法

で、安全衛生上人体や環境に有害なおそれがあると考えられている物質をリスト化(NL: ネガ

ティブリスト)し、その使用を禁止する方法です。印刷インキは様々な用途に各種印刷方式で

使用され、多岐にわたる機能が要求されるので、多種多様な化学物質が使用されています。

それ故、印刷インキは印刷面が直接食品に触れない用途へ使用されることを前提にして、当

工業会ではＮＬ規制を採用しています。 

  

  

Q2. 食品衛生法第 18 条第 3 項ただし書きの適用とはどのようなことですか？  

  

A2. 第 18 条第 3 項に「第一項の規格に定められていないものは、使用してはならない。ただし、

当該物質が人の健康を損なうおそれのない量として内閣総理大臣が食品衛生基準審議会の意

見を聴いて定める量を超えて溶出し、又は浸出して食品に混和するおそれがないように器具

又は容器包装が加工されている場合（当該物質が器具又は容器包装の食品に接触する部分に

使用されている場合を除く。）については、この限りでない（一部省略）」 

とあり、第 18 条第 3 項の「ただし、」以下の文書により、食品非接触層については PL に登

録されていなくても、加工等がされて、食品への移行が人の健康を損なうおそれがない範囲

内であれば、使用可能となることです。 

当工業会では、一般に流通している食品包装（合成樹脂製の容器包装）については、シミュ



レーションにより、インキから食品へ移行する量が健康を損なうおそれが無いことが確認で

きたため、食品非接触面に対しては PL に収載されていない物質でも使用可能と考えていま

す。 

  

  

Q3. 人の健康を損なう「おそれのない量」とはどのくらいですか？ 

  

A3. 2020（令和 2）年 4 月 28 日厚生労働省告示第 195 号「食品衛生法第十八条第三項ただし書の

規定により人の健康を損なうおそれのない量として内閣総理大臣が定める量」により、食品

中濃度として 0.01mg／kg とされています。 

 なお、生食発 0501 第６号「食品衛生法等の一部を改正する法律による改正後の食品衛生法第

18 条第３項の施行に伴う関係告示の整備について」により、「当該物質に遺伝毒性の懸念が有

る場合は、人の健康を損なうおそれがあるため使用できないこと」とされています。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/asset

s/001173421.pdf 

  

  

Q4. 食品衛生法第 18 条第 3 項ただし書きを適用できる『インキ』とはどのように定義されるので

しょうか？  

  

A4. ここでいう『インキ』には、「インキ」そのもの、および「インキに接する層」が含まれま

す。 

「インキ」には、各種インキ、および印刷前にインキと混合されて使用される添加剤、硬化

剤、希釈剤を含みます。 

 「インキに接する層」とは、インキの機能性付与、向上を目的とする層であり、印刷または

コーティングで形成されます。 

当工業会ではただし書きを適用できる『インキ』は以下の 3 条件を満たす必要があるとして

います。 

・ 当該印刷インキと食品の間に、フィルム、シーラントフィルム、プラスチック成形シート等を

配置し、印刷インキと食品が直接接触しないように、食品容器・包装が設計・加工されてい

ること 

・ 当該印刷インキが食品容器・包装に使用されることを意図して製造管理・販売されているこ

と 

・ 当該印刷インキが印刷インキ工業会 NL 規制に準拠していること 

 

注意点として、上記の「インキ」および「インキに接する層」に該当していても、インキ層

https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/assets/001173421.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/assets/001173421.pdf


およびインキに接する層が厚い、逆に食品と接触する側のフィルムが従来よりも薄い等、食

品への移行が懸念される場合については、「おそれのない量」（食品中濃度として 0.01mg／

kg）を超えないことを確認する必要があります。 

  

  

Q5. 2025（令和 7）年 6 月 1 日に施行予定の改定 PL は、どのようなものでしょうか？ 

  

A5. 2025（令和 7）年 6 月 1 日に施行予定の改定 PL は、2020（令和 2）年 5 月 31 日以前から市

場に流通していた食品包装等で使用していた「既存物質の PL」です。既存物質については市

場で健康被害等が発生しなかった実績に基づいており、安全性の評価は今後、国により実施

されます。 

  

  

Q6. A4.で定義される「インキ」および「インキに接する層」について、食品衛生法第 18 条第 3

項ただし書きが適用できるインキ製品と適用できないインキ製品の具体例を示してくださ

い。 

  

A6. 以下に具体的な製品例を示しますが、インキ層の厚み、構成やインキの使われ方により適用/

不適用を判断することが難しいケースがあります。その場合には、事業者にて安全性を確認

することが必要です。 

１．適用できる製品例 

(1)対象インキの範疇とする製品例 

・食品包装用を意図した各種インキ 

・対象インキとセットで使われる添加剤、硬化剤、希釈剤 

・食品に直接接触しないヒートシール剤、パートコート剤 

 

(2)インキに接する層の製品例 

・対象インキと組み合わせて印刷またはコーティングされる OP ニス、コートニス、ヒート

シール剤、アンカーコート剤 

２．適用できない製品例 

(1)対象インキの範疇ではない製品例 

・食品包装用を意図していないインキ(建材用、新聞用、等) 

・合成樹脂基材（フィルム等）を対象としないインキ(金属印刷インキ、食品から見て紙の

外側に印刷された紙印刷用インキ等） 

・対象インキとは別に単独で使われる添加剤、硬化剤、希釈溶剤 

・押し出しラミネート用アンカーニス(接着剤との認識) 



 

  

Q7. 食品衛生法のポジティブリスト制度における食品に直接接触しない印刷インキ等の扱いを判

り易く説明していただけますか？ 

  

A7. 下記の 3 条件を満たせば食品に直接接触しない印刷インキは PL に収載することなく従前と同

じく使用することができると考えています。 

１．当該印刷インキと食品の間に、フィルム、シーラントフィルム、プラスチック成形シー

ト等を配置し、印刷インキと食品が直接接触しないように、食品容器・包装が設計・加

工されていること 

２．当該印刷インキが食品容器・包装に使用されることを意図して製造管理・販売されてい

ること（製造管理：食品容器包装用印刷インキの製造管理ガイドライン（一般衛生管

理）に則って管理されていること） 

３．当該印刷インキが印刷インキ工業会 NL 規制に準拠していること（NL 規制では CMR 物

質を規制しており、準拠することで「遺伝毒性物質は使用してはならない（A3 参照）」

も担保される） 

 A4 も参照ください。 

  

  

Q8. 印刷インキが直接食品と接触する場合はどのようにしたらよろしいですか？ 

  

A8. 当工業会では、インキが直接食品に触れる用途では、インキが剥落したり移行するなどして食

品を汚染する可能性があるため、印刷インキを食品包装材料として食品に直接接触しない設

計・構成で使用するよう要請しています。もしも、直接接触の構成があった場合は、法に準拠

した構成であることの確認をして頂く必要があります。 

なお、『令和７年１０月２９日の消食基第 625 号、および、同日の事務連絡「器具及び容器包

装のポジティブリスト制度に関するＱ＆Ａ」の 一部改正について』により、製品の部分的に

使用されるインク等に含まれる合成樹脂や添加剤については、PL 対象外であることが示され

ました。 

ただし、PL 制度の対象外であっても規格試験に適合する必要はあります。 

また、「部分的」の解釈については、最寄りの保健所に確認する必要があります。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/notice/assets/standards

_cms101_251029_03.pdf 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/asset

s/standards_cms101_251029_01.pdf 

   

https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/notice/assets/standards_cms101_251029_03.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/notice/assets/standards_cms101_251029_03.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/assets/standards_cms101_251029_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/assets/standards_cms101_251029_01.pdf


  

Q9. 印刷インキで使用する化学物質の多くは各インキメーカーで共通に使用しており、印刷イン

キ工業会でまとめて PL 登録申請をしていただけないでしょうか？ 

  

A9. 当工業会では、印刷インキ成分の PL 登録申請は行っておりません。PL 登録する場合には個

社の責任で申請を行ってください。 

 ※ 登録においては消費者庁に機密情報の提供が求められることがあります。 

  

  

Q10. 印刷インキ工業会ホームページに公開されたシミュレーション試験条件に示された構成には

該当しない構成包材を製造供給しているが、シミュレーターによる試験等検証を印刷インキ

工業会に依頼できますか？ 

  

A10. シミュレーターによる試験等の検証を行うには、情報収集も含め、非常に大きな工数と費用

が掛かるため、個別の試験を当工業会では請け負う事はできません。 

JCII（一般財団法人 化学研究評価機構）がシミュレーターによる試験を請け負っていますの

で、そちらへご相談ください。 

  

  

Q11. 印刷インキ工業会に属さないメーカーの製品は NL マークを取得できませんが、この場合は

食品衛生法第 18 条第 3 項ただし書きの適用を受けることができますか？ 

  

A11. 当工業会に属さないメーカーの製品でも NL 規制の要求事項に「準拠」している場合は、法

第 18 条第 3 項ただし書きの適用を受けることができると考えております（NL マークの取得

を要件とはしておりません）。 

NL 規制の詳細は当工業会 HP にて公開していますので、ご確認をお願いします。

https://www.ink-jpima.org/ink_anzen.html 

  

  

Q12. PL にも NL にも収載されている（PL 制度準拠、NL 規制非準拠）物質を使用したインキ

は、第１８条第３項ただし書きを適用できますか？ 

  

A12. 当工業会では、第１８条第３項ただし書きを適用できる印刷インキの条件として「当該印刷

インキが印刷インキ工業会 NL 規制に準拠していること」を挙げています。この場合、PL 制

度に準拠していても NL 規制に準拠していないのでただし書きは適用できません。 

  

https://www.ink-jpima.org/ink_anzen.html


  

Q13. 食品衛生法の PL 制度の対象は合成樹脂と聞いていますが、紙、アルミ箔、無機蒸着等合成

樹脂以外の材質への印刷については対象外と考えて良いのですか？ 

  

A13. 対象となる場合とならない場合があります。 

＜対象となる場合＞ 

紙、アルミ箔、無機蒸着等合成樹脂以外の材質の食品側に印刷されている場合、および印

刷面が食品側でコート剤の様な コーティング被膜でしか保護されていない構成の場合、印

刷インキは PL 制度の対象になると考えています。 

そのため、上記の場合は、容器・包装材料の構成を見直していただく必要があります。た

だし、インキ/食品がコート剤のみで隔離されている場合、PL 非収載インキ成分の食品へ

の移行について事業者が「おそれのない量」（食品中濃度として 0.01mg／kg）を超えない

ことを確認していればこの限りではありません。 

（例） 

・スーパーマーケット等でコロッケ等を持ち帰る時に使用している紙製の袋 

・ チョコレートの紙トレイ等で印刷面が直接食品に接触しているもの 

＜対象とならない場合＞ 

 紙、アルミ箔、無機蒸着等合成樹脂以外の材質の食品と反対側に印刷されている場合は対

象ではありません。ただし、あくまで PL 制度の対象外という意味であり、食品用器具・

容器包装の規格基準の規制対象であることには変わりありません。 

（例）牛乳パック、酒パック、紙コップ、ハンバーガー包装紙、菓子等の紙製化粧箱の

外面 

  

  

Q14. 印刷インキ工業会のただし書きの 3 条件（A7）を満たさないインキを使用した場合でも、食

品／紙等合成樹脂以外の材質／インキの構成は食品衛生法の対象とならないという解釈で宜

しいでしょうか? 

  

A14. A7 に示した条件に関係なく、紙等合成樹脂以外の材質の外側（食品と反対側）に印刷され

たインキは PL 制度の対象ではありません。これは包装に使用された紙等合成樹脂以外の材質

が PL 制度の対象ではないというのと同じ意味合いです。消費者庁 HP のポジティブリスト制

度の Q&A の問１－３の回答（３）を参照ください。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/asset

s/standards_cms101_250206_01.pdf 

ここにも記載がありますが、対象外というのは、あくまで PL 制度の対象外という意味であ

り、食品用器具・容器包装の規格基準の規制対象であることには変わりありません。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/assets/standards_cms101_250206_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/assets/standards_cms101_250206_01.pdf


  

  

Q15. フィルム（紙）/インキ/コーティング層（食品接触面）の構成の場合、インキはただし書き

適用になりますか？ 

  

A15. コーティング層はフィルムに比べ一般的には薄膜であり、またピンホール等の塗膜欠陥の可

能性もあって、そのバリアー性には個々の場合の検討が必要であると考えています。従って、

「印刷インキ工業会の考え方」では食品とインキの間がコーティング層のみの場合はただし

書きの範囲とせず、食品とインキが直接接触とみなすとしています。ただし、独自にコーティ

ング層のバリアー性を検討し、安全性を確認した場合はこの限りではありません。 

なお、部分的な印刷に使用されるインク等に含まれる合成樹脂や添加剤については、PL 対象

外であることが示されています。こちらについては A8 を参照ください。 

  

  

Q16. 過去に食品容器、包装中のインキ化学物質が原因で人の健康に害を及ぼしたことはあります

か？ 

  

A16. 臭気に関する指摘は過去発生していますが、インキ中の化学物質が原因となる明確な人への

健康被害についての報告は、当工業会にはあがってきていません。 

  

  

Q17. シミュレーターによる化学物質溶出量推定試験とはどのような試験ですか？ 

  

A17. 溶出試験の実施は費用や工数がかかるため、実際の試験を行わずにコンピュータによる計算

（シミュレーション）で代用した試験のことを言います。 

当工業会では、EU で使用が認められている SML6（AKTS 社）というシミュレーションソフ

トを使用しました。SML6 は、拡散係数、分配係数等を用いた移行モデルにより計算します。 

  

  

Q18 食品容器包装に使用されることを意図した製造管理とはどのようなことですか？ 

  

A18 厚生労働省より、「食品用器具及び容器包装の製造等における安全性確保に関する指針（ガイ

ドライン）」が策定されています。 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000174481.pdf 

当工業会では、「食品容器包装用印刷インキの製造管理ガイドライン（一般衛生管理） 」を策

定し、HP に掲載しています。 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000174481.pdf


https://www.ink-jpima.org/ink_syokuhin.html 

  

  

Q19 印刷インキ工業会で確認（検証）されたシミュレーターによる試験により、すべての構成を

担保していると理解してもよろしいでしょうか？ 

  

A19 基材構成、内容物、加工条件、保存条件、賞味期限等、無数にある条件・組み合わせの検証

をすべて行う事は物理的に不可能です。 

 

 代表的な構成での検証結果を基に、食品に直接接触しない様に加工されている構成に使用さ

れる印刷インキについては、消費/賞味期限内においては、インキ成分の溶出が人の健康を損

なう「おそれのない量」以下であることを確認しております。 

そのため、A4, A6 および A7 に示した条件を満たす場合、A4 でいうインキは個別の化学物質

がポジティブリストに収載されていない場合でも食品容器、包装に使用することができると

考えています。「おそれのない量」（食品中濃度として 0.01mg／kg）を超える懸念がある場合

には、個別にご確認ください。 

  

  

Q20 食品衛生法では、食品非接触の印刷インキはどのような内容で情報伝達するのですか？ 

  

A20 当工業会としては、第１８条第３項ただし書き適用に関する内容を含んだ「自己宣言書」に

よる情報伝達が必要と考えます。 

  

  

Q21 多層構造のパッケージの接合部分等、インキが直接食品に接触する可能性がありますが、対

応を教えてください。 

  

A21 接合部分はその端面が食品と直接接触しますが、基本は多層構造の端面が食品と接触する場

合と同様とみなせます。多層構造の端面については消費者庁 HP のポジティブリスト制度の

Q&A の問 1－3－3 に記載があるように「意図的に食品に接触させるものではないと考えら

れ、食品接触面としてみなさないものとして扱います」とあります。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/asset

s/standards_cms101_250206_01.pdf 

  

 以上 

https://www.ink-jpima.org/ink_syokuhin.html
https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/assets/standards_cms101_250206_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/standards_evaluation/appliance/positive_list_new/assets/standards_cms101_250206_01.pdf

